新型インフルエンザワクチンの返品について（要望）

　新型インフルエンザは、国内では第４８週（11/23～29）をピークに減少を続けており、ようやく落ち着きを見せてきていますが、ワクチン接種が開始された昨年１０月では、1ヶ月間で定点の報告数が実に5倍以上（第40週6.4⇒第44週33.28）にも急増し、ワクチン接種に対する府民の関心は大きく高まりました。
　このような状況の下、先行接種を実施した医療従事者分のワクチンを希望数量の三分の一程度の配分にとどめる一方、一人でも多くの府民にワクチンを接種し、重症者を出さないとの信念で、この間、行政、医療関係団体、受託医療機関等が一丸となってワクチン接種事業の推進に取り組んできました。
　しかしながら、小学生、中学生を中心とした罹患者の急増や接種回数の見直し等により、12月に入り、受託医療機関でワクチンの過剰在庫が生じる事態となりました。
　ワクチンの過剰在庫発生の要因は、①接種希望者による重複予約、②予約キャンセルの続発、③行政が需給調整に介在することによる納品までの大きなタイムラグ、④使い勝手の悪い10ｍｌバイアルによる供給などによるものであり、受託医療機関側の責に帰するものではありません。また、１０mlバイアルの１mlバイアルとの交換や、受託医療機関間のワクチンの融通は、ワクチンの過剰在庫の根本的な解消につながるものではありません。
　このままワクチンの過剰在庫を放置し、受託医療機関に損失が発生してしまうようなことになれば、今後、新たな新型インフルエンザが発生した場合に、医療機関が損失リスクを恐れて受託を拒むことでワクチン接種事業に重大な支障が出ることが危惧されます。
　また、円滑にワクチン接種が行われなければ、重症化する患者が増加し、医療体制の崩壊にもつながりかねません。受託医療機関におけるワクチンの過剰在庫は、今後の新型インフルエンザ対策、医療対策にも大きな影響を及ぼす問題であります。

　今回の新型インフルエンザワクチン接種事業は、実施主体である国の委託を受けて医療機関が接種を行ったものであり、委託者である国の責任において、早急にワクチンの返品を認めるよう、強く求めるものです。
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